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消費者行動研究の方向
中　 山　隆　 満
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1. 序　
われわれは，何故消費者行動に関心をもつのであろ うか？　販売業者が気
にするのは売上高である。売上高が上昇すると，利益 も上昇し，また売上高
が落ちると，利益も減少する。そこで，販売業者は広告を多くしようとする。
販売とはそれほど単純なことなのであろうか？　大多数のマーケッターも認
めるように，それは間違っている。マ―ケティングはそんな単純な世界に存
在しているのではない。人が伝えることのできる生の販売データは，すべて
モれ自体で効果的なマーケティングの意思決定をするには，十分なインプッ
トではない。機敏なマーケティングの意思決定者は，その意思決定が長期の
戦略形成か，調整的戦術か，あるいは日々の業務かにかかおるかどうか，い
ずれの意思決定をするときに 乱 可能なところはどこで 乱 単なる販売デー
タの範囲を超えてそれをなす。このような広い見方がなければ，意思決定の
結果は，悪くすると大変動をひき起し，また良くて 亀手数のかかる問題を生
むであろう。　
競争の激化，政府の財政困難，消費者が次第に悪賢 くなっていることなど，
多くの理由でマーケティング開題は非常に複雑になってきているし，またマ
ーケティング・マネジ ャーが意思決定をするときに，ただ単に売上高のデー
タだけに頼ることは危険にさえなってきている。市場で競争に生き残るため
には，意思決定者は売上高のデータの範囲を超えてそれをなさなければなら
ないし，また(現在の，過去の，および潜在的)顧客と製品( 自社製品と競合製品レ
について，次の6 つの疑問に答えなければならない。すなわち，顧客とは誰
であるのか？　顧客は何を必要としているのか？　顧客はどのようにしてそ
れを手に入れたいと思っているのか？　顧客はいつモれを買いたいと思って
いるのか？　顧客はどこでそれを買いたいと思っているのか？　顧客は何故
それを買いたいと思っているのか？　これらの疑問に答えることによってO
み，マーケッターは有利に消費者の必要や欲求を正しく予想し，またそれら
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に反応することができるだろう。売上高のデータだけでは，このような意思
決定に対して十分な情報を提供してくれない。　
消費者用品のマーケックーにとっては，上記の6 つの疑問に解答を与える
ことが必要であり，消費者行動研究の知識と理解とを必要とする。次の例は
このことをよく表わしている。最もよく売れていたトップ・フードのあるア
メリカの全国的製造業者は，詳細に消費者分析を行なうことにした。この製
造業者は，その時優秀な販売成績をあげていたけれど乱 将来のマーケティ
ング努力に対するインプットとして，人口統計学的特徴を含むその特定の製
品の購買者について何かを知りたいと思った。最初0 調査研究で，次のよう
な予想心していなかった事実が明らかになった。すなわち, 1 頭当犬りのトッ
プ・フードの消費は，犬の頭数が最も少ない地域で最も多かったこと，さら
にその製品は比較的高価であったけれど乱 購買頻度は，その年齢水準が比
較的高いが，その所得と教育水準が相対的に低い，そのような市場セグメン
トにおいて最も高かったことである。これは，ある犬が例外的によく食べて
いたのだろうか，それとも別の理由があったのであろうか。その会社は，最
終的にその製品の購買者は多くの場合その製品のユーザーであることを知っ
た。この特定のブランドのトップ・フードは，高蛋白質の食料を欲している
が高価な肉を買う余裕のない人間である消費者によって，大部分消費されて
いたのである。　
以上の例は，極端なものであり，効果的な意思決定をするためには販売デ
ータだけでは，しばしば不十分であるという大ざっぱな点を説明したにすぎ
ない。上記の6 つの基本的な疑問に答えることは，販売データだけによって
与えられるものとは完全に異なった状況の中辻その製品をおくことになる。
販売のデータは，マーケティングにおける効果的な意思決定に対して，極め
て重要なこれらの6 つの疑問に答えることにおいて部分的な援助だけしか与
えることができない。だが，上述の例は次のような難解な点を示している。
すなわち，単なる顧客または消費者の人口統計学的特徴についての研究は，
多くの場合に必ずしも十分であるとは限らないだろうということである。　
たとえ，ほとんどすべての消費者行動研究の欠くことのできない部分が年
齢，教育，あるいは所得などのような変数に関する標準的な人口統計学の情
報の収集と分析であるとして乱 それだけでは十分であるとはいえない。製
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品の利用者と非利用者，または上得意とそうでない人々についての人口統計
学的特徴における相違は，典型的に伝統的な分析手法で見出さ牲うる。この
ような比較は必要であるけれど仏 消費者行動を理解するための十分な基礎
とはならない。前述の例では，ある製品の利用者は，非利用者より年寄であ
り，教育 屯所得心低いということを知ることは，必要懲あったが，十分では
なかづた。製品の使用行動についての“理訂’を知ることは，意思決定のた
めには，より重要なことであった。そして，これは人口統計学の分析の範囲
を乗越えていくことに よってのみ確かめられえたのである。前述のトップ・
フードの例は，それが消費者行動研究やマーケティングにどのような関係を
もっているのかを示している。　
しかしかがち，本稿の狙いは消費者行動研究の概説を試みるということよ
り乱 むしろ消費者行動研究の傾向を探ることにある。つまり，消費者行動
の研究に応用されている概念，データ，および技法に現われっっある傾向に
焦点をしぼる。端的にいえば，本稿は消費者行動の理論的研究と応用研究に
重要なイソパタトを与えているか，または与えそうな長期的傾向を探ろうと
するものである。　
現在，消費者行動の研究活動は，広さ，深さ，および活気という点て非常
に活発である。これまでになく，非常に多くの関心がこの分野に集まってい
る。消費者行動は，アプp  ー チと概念化において大きな相違を伴った裾野の
広い学問からの実務家，学究者，お よび研究者などの豊富な研究領域となっ
ている。社会学，法律学，建築学，歴史学などから，ただサンプリングに触l
れるだけのものまで研究者たちは，現在それぞれ自分自身のユニークな背景
から消費者行動を研究することに熱中している。このことは，心理学や経済
学などのような学問がそれ自身の中で区別でき，また研究できる分野として，
消費者行動の存在をやっと認めた10数年前の状況とは， はなはだしく隔たっ
ている。　
恐らく，その支配的傾向は消費者行動研究が独立した研究分野として認め
られつつあるとい うことであろう。それは，まだ成熟したものとは考えられ
えないけれど乱 消費者行動の研究は，最早や独立した研究分野としての地
位を無視されえないものとなっている。　
そこで，本稿では，まず簡単に消費者行動研究の歴史的考察をし，次に選
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ばれたそのときどきの消費者行動研究の傾向の大筋をとらえ，そして最後に
消費者行動研究における将来の方向を探し求めようとするものである。だが，
本稿では，消費者行動研究の文献に包括的な考察をなそうとするものではな
く，また消費者行動を研究するための統合的な枠組や理論を提案しようとす
1）
ることでもない。そのようなことは，すでになされたものかおる。本稿の狙
いは，むしろ消費者行動研究における過去，現在，および将来の傾向に洞察
を与えることにあり，これらの傾向をつなぎ合せて解すれば，より効果的な
マーケティングの意思決定ができるであろう。
2. マーケティングにおける伝統的消費者行動研究　
消費者行動研究における現在または将来の傾向についての一般的な評価を
試みる前に， まずはじめにこの領域における若干の過去の “伝統的研究”，
とくにマーケティング志向をもつ伝統的研究方法を簡単に概観することが有
益であろう。このような考察は，その中で現在の消費者行動の研究活動と方
向を評価する広い視野を与えてくれるだろ うし，また同様に消費者研究の将
来の方向を示唆してくれるであろう。　
消費者行動の研究については，これを4 つの明確な時期または年代に識別
することができる。これらの時期は，それぞれその時期に関連したある1 つ
の研究の伝統をもつものとして，漠然と限定されうるものである。これらの
時期は，集合的に消費者行動研究における過去の傾向について，それを取り
囲かおる1 つの論議を系統立てる枠組として役立つものである。　
これら4 つの時期 は， 簡単明瞭に初期の時代 （1950年以前）, 探究の時代
（1950年代）， 成長の時代 （1960年代）， および成熟の時代（1970年代）に分け
られるだろう。これらの年代を10年刻みとい う標準的な時期におよそ一致さ
せることは，やや独断的であるが，その目的は実在的なものよりも教育学的
なものにある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2）　
ここに採用される枠組と消費者行動論の自主的考察におけるシェスやワー
3）
ドとロバートソンによって用いられた枠組との聞には，若干の一致したとこ
ろがあるとはいえ，その類似性は，同様に内容的であるよりも皮相的である。
1） 初期の時代　
消費者行動のさまざまな側面についての研究は，古代から行なわれてきた
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ようである。例えば，古代のフェニキアの商人は，消費者選好に関する情報
を得るために地中海周辺のさまざまな場所である種の消費者調査を行なって
いたことがはっきりと記録されている。しかし，またどんな重要な研究 乱20
世紀の初頭から組織的に，またはっきりとした形で行なわれてこなかった
ようでもある。たとえそうであって 乱1930 年代までは，消費者行動に関す
る研究は，比較的単純化されたものであったように思われ，またどんな理論’
的または概念的な基礎もなしにただばらばらに行なわれていたにすぎなかっ
た。事実，“消費者行動（consumer　behavior）”という用語自身は，この時ま
ではどんな評価できる範囲にも用いられてはいなかった。もちろん，これに
対する例外もあった。すなわち，手近な例として,   1916年にシカゴ・トリビ
4）
ユーンによって出版された市場研究とストロングの
研究をあげることがでぎ
る。これらの研究は，まさにその例外であった。　
しかしながら，世界大恐慌に引続いて，需要が再び表面化しはじめると，
消費者行動研究における強い関心が現われ始めた。実際にわれわれが消費者
行動研究と名づけるものの多くが，その土台を築いためはこの期間中であっ・
だ。 1930年代と40年代の消費者行動研究は，次の3 つの次元または伝統的思
考によって特徴づけられる。　
第1 に，消費者行動に関する研究は経済学に偏っていた。この期間中に消
費者行動を研究するために用いられた理論や用具の多くは，産業経済学や農
業経済学から借受けたものであった。この最初の経済学への依存は，マーヶ
ティンダの多くの側面を特徴づげ，また，これら2 つの学問間の強い最初の
結びつきを示している。　
第2 に，消費者研究は，典型的に“何故が とい う理由によりも，むしろ
“誰れか とが どこで”という人々場所に重点をおいてマクpi  ・レベ ル で
行なわれていた。　
第3 に，消費者研究は実用主義的であり，調査研究結果の応用に大きな関
心があった。このことは，一部にはなされた消費者研究や公表された消費者
研究の比較的大きな割合（近年に比較して）が，学者より乱 むしろマーケテ
ィングの実務家によってなされたという事実によって 亀明らかであろう。　
さらに，消費者行動研究で現在一般的に用いられている多くの方法や技法
は，これら初期の時代に開発され，導入されたものであった。消費者パネル
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や 電話 に よ る調査 な どの よ うなデ ータ収 集法 は， 商業 的 に こ の期 間中 に導 入
された ものであ る。 同 様に ，要 因分 析や回 帰分析 な ど の よ うな多変 量 解析法
は こ の時 に は じめ て 消費 者 デ ータに応 用 された。　
要 す るに,   1930年 代 と40 年代 は， この時 代 に発表 さ れた論 文 が “ 消費 者 の
再 発見（The Rediscovery of the ConsumJ
か
’とい う表 題 で あ った とい う事実
に もか かわ らず， 消費 者行 動研 究 の起源 となっ てい る よ うに 思わ れ る。　2
） 調査 探 究 の時代　1950
年 代 は， あ る研 究 者たち に ぱ 静か な10 年 間” と考 え られ てい たか も
し れな6) 消費 者行 動研 究に かかお り合 った人 たち に とっ ては決 し てそ う
では なか った 。 消費 者行 動が1 つ の独特 な学問 とし て 現わ れ ， また 個 々の 消
費 者 レベ ル で の研 究 の価 値が 認め られた のは， こ の10 年間 であ った。 ある二
重 の傾 向か こ の 出現 と関 連し てい た。　
お そ ら く， よ り有力 な こ の傾向 の側面 は，（特定の行動上の行為の先行要因ま
たは原囚を決定しようとする） 消費者行 動を理 解 す るこ とに重 点 を お く こ と
であ った 。 こ の よ りす ぐ れた理 解を 得たい とい う欲求 は，1950 年代 に おけ る
支配的研究方法としての“動機調査（motivation research）"の出現で 最高潮
7）
に達した。深層面接や同じような臨床心理学の方法を通じて，ディクターや
スミ8) どのような動機づけの研究者たちは，アドラー，ジャンタ，フロイ
ドなどのような精神分析学者たちによって蓄積された概念にもとづいて消費
者行動を解釈しようとした。その後，動機調査は非科学的な屯のとして評判
を落しだけれど乱 動機調査の方法は消費者行動=に対するモの後の研究に強
いインパクトを与えたことは疑う余地のないところであるら　
この傾向の第2 の側面は，マーヶツターによづて他の学問，とくに行動諸
科学からアイディアや概念を借り受け，またそれらを応用したことであった。
推測できるように，このアイディアや概念の借用は，密接に消費者行動を理
解しようとすることに関係があった。この期間中には√論文ぱ マーヶティ
9）
ンダC 消費者行動）に対する○○○の貢献”ということに集中した。 残念な
がら，多くの例では，このような論文は，これらの他の学問が，どのように
して特定の意思決定状況に有効な情報を提供することができるのかを明らか
にすることができなかった。これらの論文は，しばしば一般的な点を説明す
るために，ただ逸事的証拠に頼るだけであったが，このような証拠はなんの
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科学的根拠も持っていなかった。それにもかかわらず，この探究から，その
後における消費者研究に豊富に応用されるよ引こなった多くの有効な知識が
生 まれた。
し1950 年代の後半は，また他の研究方法0 出発点となり，そのうちの最も注
目に値するものは，消費者の場所的行動に中心をおくものi 旧里学的なマ ヶー
ティソダ・アプローチ） とリュア・プログラミングのようなマネジメント ，サ
イエンスの技法を利用したものとであった。後者の方法は1950 年代には，ま
がその利用の初期であったが，それらもまた，この時代における消費者行動
研究の借用的な性格を示している。
要するに，1950 年代は√消費者行動研究における調査探究の時代を表わす
ものであった。そこには，マクロ経済学に基礎をおく志向から個々の消費者
に生胆
化かあった。この期間中には，消費者行動研究について，いくっかの概念的
基礎が形成されたが，しかしこれらの基礎が体系的に，または実証的に研究
されるようになるまでは次の10年を待たなければならなかった。　3
） 成長の時代　
もし1950 年代が現代の消費者行動研究の形成時代であうだとするならば，1960
年代は成長の時代であるといえよう。この期の初めに,    2つの有力な定
期刊行の学術誌がアy リカにおいて生まれた。すなわち,   Journal   of Ad-vertising Research
とJournal  of Marketing Research である。これらの
学術誌は，共に消費者行動研究の報告にかなりのスペースをさき，また消費
者行動研究の情報を交換するための公開の場を大いに拡大した。　
この成長期には，その潜在的な応用から離れて，それ自身の目的として消
費者行動を研究することが，かなり重視されるようになったばかりでなく，
ブームにさえなった。このことは，おそらく一部には2 つのはっきりとした
タイプの市場に関係のない人々一 行動科学者とマネジメント・サイエンス
の学者 を次第に巻き込んでいったことにもよるであろう。これらの行動
科学者とマネジメント・サイエンスの学者とは，自分たち自身の概念や技法
を一つの新しい研究領域に応用しようと試みたのである。彼らは，共にその
方向とその重点に関しては消費者行動研究に大きなインパクトを与えてきた
し，またその直接的な研究への貢献を通じてばかりではなく，間接的に他の
34
人々の（たとえば，-・－ヶツターたちの）研究努力に与えるその影響力 に よっ
てもこれを達成してきた。　
一般的には,  1960年代は折衷主義の時代だといわれた。研究者たちはその
豊富さによって特徴づけられた。いわゆる“基礎的な”消費者研究の多くは。
実務家によって 乱　また学者によっても行われた。概念や技法は，あらゆる
接近した学問から無難に借用され，利用され，また乱用された。マT ゲッタ
ーかおる概念や技法を発見し，ある限定された関係や選択された関係におい
てそれを応用し，またそれが多数の研究問題に対する解答であると公表する
ことは不確実であった。かなりの時間と経験を経てのみ，これらの概念や技
法の多くは，特殊な問題に対する有効な研究の寄せ算としてその適切な釣合
いのとれた関係の中におかれることになる。　
なお，孤立した概念や技法，お よび局部的に集中した消費者の調査研究に
対するあふれる熱意にもかかわらず，いくっかの伝統的研究方法が1960年代
に表面に現われ始めた。その最も重要なものは, （1）マネジy ント・サイエン
スと多変量統計技法の利用増大，（2）実験室研究や笑験的調査に対する関心，
（3）消費者行動を包括的にモデル化したいとい う欲求，そして（4）適応・伝播O
過程に重点をおくこと，の4 つである。これらをさらに説明すると，次のよ
うになる。　
（1）-r ネジノント・サイエンスと多変量統計技法七は，研究者たちが消費
者行動を研究するための最も有力な分析手法を探し求めていたので，こ
の10年間に頻度を増して応用された，ある1 つ0 共通的な見方は，もし
消費者研究の問題が多変量解析法から接近されなかったならば，それは
余りにも単純に分析されたであるうとい うことである。　
（2）1960 年代の中頃には，若干の研究者たちは消費者行動を研究する場合
に実験デザイン手法を用い始めた。彼らの目的は，確信のもてる因果推
論を可能にする十分に制御された条件の下で消費者行動を研究すること
であった。　
（3）1960 年代を通じて，しっかりとした理論的基礎から消費者行動を研究
することに関心が広まった。この関心は，結局より包括的にしようとす
る消費者行動の多くの理論モデルを生み出した。
（4） この期の終り頃には，革新の領域 新製品の伝播と改良 に おけ
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10）　　
るロジ ャーズの研究に関心が再び向げられた。この研究題目は，理論と
のかかり合いと同時に実践とのかかり合いをもっていたから，この領域
における研究は広範囲の朧々の人たちによって着手された。　
要するに，消費者行動の研究は，1960 年代にやりがいのあるマーケティン
グ活動としてかなりの信頼をがち得たのである。消費者の調査研究の急速な
発展は，その後の消費者行動研究に対して重要な基礎となった。この1960年
代の後半における消費者行動の研究では，それ以前0 すべての時代における
よりも多くのことがなし遂げられた。このことから，1960 年代は消費者行動
研究の成長時代であったといえよう。　4
） 成熟の時代　
消費者行動研究という点て，明確に1970 年代を特徴づけることは余りにも
早すぎるかもしれないが，ある一般的な傾向か，すでに認められうる。たと
えば，消費者の調査研究の数においては減少ぱみられない。そしてこれらの
傾向の中の最先端では，成熟に向って動き続けている。消費者研究が現にそ
の頂点に達しているか，またはそれに近づきさえしているという主張は，な
されえないし，またなされるべきではないけれど 乱 消費者行動研究が成熟
し続けているとい うことは，ほとんど疑う余地がない。換言すれば，それは
十分に一人立ちできる研究分野に絶えず発展しつつあ る。　
この成熟に対する傾向は，次の例で説明できよう。第1 に，その研究の関
連性に十分な根拠を示す消費者行動の研究者たちの問には，責任感が高まっ
ている。消費者行動の研究は，疑いをもった驚きや“それがどうしたという
のが とい う段階を越えて前進してきた。コストと利益の分析によって消費
者行動研究を定量的に正しいとすることは，常にできないだろうけれど乱
それが当然マーケティング実践や理論に有効であり，またそれらに関連して
い るとい うことは一般に認められていることである。　
第2 に，研究者たちは，進んで個々の調査の結論を額面通りに受け入れよ
うとはしない。消費者行動の研究者たちは。 次第に度を増して研究0 結論に
到達するために用いられる研究方法を議論するようになってきた。このこと
は，つぎつぎに前の調査研究の批判やその解答となって現われているという
ことになる。これらの解答や批判（とくに，JMr
井）
に発表されたさまざまな性質
の態度モデルに関する意見のやりとりなどのようなもの）は，消費者行動研究にお
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ける信頼性とその知識とを助長させるのに役立つ。つまり，それらは共に成
熟する学問の兆候である。　
第3 に，成熟の内容を補足するもう1 つの傾向は，しっかりとした理論的
基礎をもつ研究調査と大規模な進行中の研究プログラムの一部である研究調
査とを行なう趨勢である。これら2 つの特徴は，また成熟する学問の前兆と
なる。つまり，それらは，共によりすぐれたデータ，より多くの解釈可能な
結果，およびより一般化できる調査結果を生み出す0 である。　
要するに，この時代の新しい事柄により，消費者行動研究において起りつ
っある動向を少しでも正確に断定することは困難である。このためには，多
少異なった関連でこれらの動向を確かだと考えることの方が適切であろう。
これらの同じような動向は，次節においてやや詳細に検討することにする。
消費者行動の研究領域の中で報告される調査の数は一様の速さで増加し続
けている。これは消費者行動研究のダイナミザム（dynamism ）を証明してい
る。同時に，いくつかの最近の発展はこの学間内の成熟への傾向を特徴づけ
ている。このような2 つの発展は,“消費者研究協会（:Association for ConsumerResearch
）" の創設どJournal  of  Consumer Research" の創刊となうた。
後者は多くの専門協会が共同でスポンサーとなってい るインターディスプリ
ナリー・ジャーナルであり，またとくに消費者行動研究のフォラムとして役
立つように生み出されたイソターディスプリナV  ー・ジャーナルである。　
以上，消費者行動研究を類別してきた4 つの時代の概観からみると，この
領域における研究は，現在消費者行動を実際に理解することに関心を持って
いるものに対して，ただ記述的であるにすぎないアプ戸一チから発展してき
たことは明らかである。だが，もう1 つの方法を説明すれば，消費者行動研
究は，経済的方向づけから行動的方向づけへと発展してきたし，また現在経
営的な方向づけの入口にあるといえよう。
3. 消費者研究における現在の動向　
前節では簡単に消費者行動研究の歴史的な考察をした が3 消費者行動研
究は成熟し続けている”という楽観的な結論で終った。しかしながら，こ乃
ことはマ¬ケティソダにとぅてどんな意味をもっているのだろうか？　さら
に，それはマーケティング・マネジャーにとってなにを意味するのであろう
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か ？　
消費 者行動 に関 す る研 究は 発展 し続け てい る のであ るか ら， そ の関 連性 に
おいては一 致し た関 心 の 高 ま りか お るだ ろ う。1 つ の結果 とし て，そ れは よ
り信頼 され ， また よ り尊重 され る よ うにな るだ ろ う。 この 信頼 の 高 まりは，
次か ら次 へ と ト ータル ・マ ー ケテ ィン グ研究 機能 の よ り活力 に満 ちた一 部 に
なる消費 者行 動研 究 につ なが っ てい くだろ う。 また ， こ のこ とは 消費 者行 動
研 究に関 す る費用 と同様 に重 みを 増 すこ とにな るだ ろ う。 要 す るに， マ ーヶ
テ ィンダに関 す る限 り， す べ ての兆 候か ら持続 的な傾 向 が うかが え る。つ ま
り，多 くの企業 は， 早 くか ら意 思決定 過 程におけ る消費 者研 究 に多 くの金を
支出し てい る。　
しか し， 応用 マ ーケ ッタ ーたち は ど うした のか ？　 こ の高 ま る成 熟か ら彼
らにもた ら され る利 益 は何 か ？　 そ の答は簡単 であ る。 す なわ ち， そ れは よ
りすぐれた意 思決 定 能力 であ る。 消費 者行 動研究 が成熟 す るにっ れ て，研究
者たちは， コ ス トと質 の点 か ら意思決定 に対 す る より適 正 な 情報を マ ーケテ
ィング・マネ ジ ャーに提 供す るため に， ます ます洗 練 され た（1）概 念（基礎理
論，枠組），（2）デ ータ（基礎的原資料）， お よび（3）技法（研究がそれによって達成
される手段）を利 用 す るであ ろ う。　
そこで，本 節 では 消費 者行 動 の分 析 に現在応 用 されて い る概 念， デ ータ，
お よび技 法 の傾 向を 考察 し よ う。 ここで取上 げ る問題 は ， マ ー ケテ ィン グ0
意思決定 者 に対 す るそ の潜 在的 な 有効性 に基づ い て選ば れ た もの であ る。　1
） より高度 の知 識 や経 験を もつ よ うにだ って きてい るが， 実用 主義 的 な
傾向　
高度の知 識や 経 験を もった 意思 決定 者たち は，ず っ と以 前か らあ る特定 の
消費者行動 調 査が ， 正 し く行 な わ れて きた のか ， あ るい は厳 密な研 究 と い
う意味で “有 効性 （validity）" を 持 ってい るのか どうか を ただ 問 題に し て き
た のでは ない。 むし ろ 現 在 では， 彼 らは， そ れが前 に役 に立 っ た よ り も一層
す ぐれた 意思 決定 の基 礎 にな るか ど うか とい う より広い 観点 か ら， 消 費 者
研 究を評 価 す る傾向 かお る。 この こ とは意思 決定 者の側 で消費 者行 動研 究を
利 用す る ときに は， より高 い レベ ル の知 識や経 験を 豊か に もってい るこ とを
表 わしてい る。 さ らに， そ れは ， 消費 者研 究 が何を 達成 す るこ とがで き， ま
た 何を達 成 す るこ とが で きない の かを知 ること と同時 に ， 消費 者行 動研 究 に
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:対する理解をますます深めることを表わしている。　
同様に，研究設計の着手から最終の結果の解釈まであらゆる側面の消費者
研究に関して，消費者行動の研究者たち自身の間にも知識を増す傾向かおる。
この知識や経験を豊かにもっていることの一部は教育・訓練からきている。
すなわち，諸大学では消費者行動研究における特別なコースや科目を設けて
い るだけではなく，専門セミナーも至る所で開かれている。　
この結果の1 つは。消費者行動研究に応用されている高度に進歩した統計
‘学的・。方法論的技法の数やタイプの急増となって現われたことである。タロ
ス・ズ クトル分析，間接要因分析，および正常相関などのような技法は，
しばしば極めて有益な，興味をそそりさえする結果を伴った消費者行動の研:
究で日常的に用いられている。　
だが，同時にこのような表面的には難解な技法の応用を通じて貫かれてい
る1 つの実用主義の流れかおる。これらの技法は，これまで以上に注意深く
応用されている。その基礎をなす仮定は，それらの技法が適用される以前に
慎重に考えられているばかりではなく，“同じようによい結果を生is, より
預単なアプローチがあるのであろうか？”という疑問が，しばしば探究され
ている。ある例では，実際に検証を受けた古い技法に戻ってしまったものも
あり，それらの技法は，新しい技法ほどの活力を持っていないかもしれない
が，表現し解読することができ，また最も重要なことは理解でき実行できる
結果を生みだすことである。　
実質的には，消費者研究は次第に洗練され，またより実用主義的にたりつ
っある。多くの研究者たちは，現在強力な調査研究を行なう技術的能力を持
っているけれど乱 最も適切な手段を通じて1 つの課題をなし遂げることを
促進するある程度の実用主義的な考えをもっている。“ある問題を探る技法”
のアプロ―チは少なく，まだ その技法は最も洗練されたものではないだろ
うが，最も適したものである”というアプ=r －チは多い。　
さらに，この次第に知識や経験を豊かにもつようにだってきてはいるか，
実用主義との結合は，結果として消費者研究の諸問題を考察するよりバラン
スのとれた方法となってきた。研究者たちは，ある特定のマーケティング管
理者の質問に対する可否の回答が，しばしば不十分なものであるばかりでは
たく，その質問自体が適切にたずねられていないこと屯含んでいることに気
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づ くようになってきた。次の例は，積極的な消費者行動の情報を求めて，正
七い質問をすることの重要性を示している。　
価格で見分けられる品質。 多くのマーケッターたちは， 消費者が市 場 で
売買される製品の価格とその製品の品質との間の関連性をつかんでいるのか
どうかについて，一度は自問自答したことかおるだろう。しかしながら，モ
の疑問は，“価格でとらえられる品質には関連性はあるのかツ’ということ
ではなく，むしろ“価格と価格でとらえられる品質との関者陸についての本
質とは何か？”とい うことでなければならない。このような立場においては，
“可” またぱ 否”による回答を求める質問は， 効果的な意思決定をするた
めには十分に役立たないだろう。　
比較的一般的な3 つの価格でとらえられる品質との関者度は図1 に示され
る。“可” またぱ 否”の関法度にだけ関心をもっているマーケティング管
理者は，図1 に示されている関連性のそれぞれに対しで ある”一 価格で
とらえられる品質との関連性かおる と答えるだろ う。さらに，その管理
者は，おそらく直観的に関斎【生A によってのみ考えているだろう。すなわち，
価格が上昇するにっ れて，とらえられる品質はある一定の割合で増大する。
しかし，もしその関連性が実際にはB かC であったならば，その質問に対す
る可否の回答をえた後に研究を終了することはレモれが意思決定を誤らせる
ことになるかもしれないということにおいて被害が大 きくなるだろう。　　
図1　3 つの潜在的な“価格とそれによって　　　　　　　　
知覚される品質との関連性”　　　　　　　　　　　　　＼
?
?
?
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?
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B
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特価提供の効果。同様に，小売業者や製造業者によってなされる一般的な
質問は，小売店のチラシ広告や新聞広告のクーポン，あるいは特価品などの
ような特別価格提供の利用に関係する。この場合，その研究問題は，何個O
特価提供が利用され（買受けられ）たのか， また何世帯がそれらを利用した
のかではない。むしろ，その問題は消費者の行動に及ぼす特価提供の効果と
関係づけなければならない。表1 のデータは，3 つの商品の特価提供一 小
表1　小売店のチラシ広告による特価提供
商　　 品 特 価提供品 の購買割 合 ブランド変更 の確率
コーヒ ー
パ　　　ソ
砂　　 糖
21.6 ％14.6　6.1 0.193
0.250
0.135
売店のチラシ広告による特価提供- の効果を判断するために必要な情報を
示している。例えば，ある特定のサンプルのうちコ―ヒ をー購入した全体の
数の21.6％という数字は，小売店のチラシ広告による特価提供を利用して，
購買がなされたことを示している。マーケティングの全体的展望にだってみ
ると，より重要なことは，これらの特価品の購入のうちの19.3％がいつもの
ブランドではなかったということである。この後者の数字は，前者の数字よ
りもずっと役立つ。つまり，それは，その提供がブランドの切替えを誘発す
るのに，どの位の効果があったのかという指標を与えてくれる。この指標は，
売上高対コスト分析に結びつけられるとぎに，その特価提供の本当の価値ま
たは収益力に関して明確な結論に達するから，利用された特価提供の数をた
だ知るだげより乱 ずっと意味かおる。　
現実的なリサーチの疑問。要するに，実用主義に鍛えられてますます知識
や経験を豊かにもつ傾向は，マーケティング管理者によって提出されている
より現実的なリサーチの疑問となっている。この傾向に関連して，またこの
傾向の結果として，消費者に質問がなされる方法に関しては類似した傾向か
現われてきた。2
） リサーチとして消費者により適しか質問をする傾向　
前述の例は，マーケックーが不正確な質問またはただ部分的な質問だけを
するときに，突き当たる捕えにくい欠点を説明している。その結果，すなわ
ち本当に効果的な意思決定をなすためには不十分な情報または誤解さえさせ
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る情報になる6 しかし，同じ結果は，マーケティング管理者が正しい意思決
定の質問をして乱　これらの質間が正確に適切なリサーチの質問に変えられ
ない場合にも起りうる。ある1 つの調査研究中に消費者たちに提出されてい
るより適した質問に対する傾向についての例は以下に示される。　
新しい アプp  ー チ。あるマーケッターカs 消費者たちはある新製品に何を
望んでいるのかを発見したいと思ったと仮定し よう。過去においてはサンプ
リングなどに目を通してから，おそらくリサーチの手順は図2 に示されてい
る一般的な線に沿って進めてきたであろう。そこでは意思決定者の要望を知
るために彼と協議した後に，質問が作成され，また研究者の主要な関心は。
図2　 消費者への質問　　　　　　　　　　　1　
全般的な質問領域を決定する　　　　　　　　　　　2
特別な質問を開発する　　　　　　　　　　　　　　
↓　　　　　　　　　　　3　
質問をする　　　　　　　　　　　　　　　　
↓　　　　　　　　　　　4　
結論を引き出す
次のような技術的なものであったであろう。　
（1） 消費者たちはその質問に答えることができるであろ うか？　
（2） その質問は簡潔さ，客観性，関連性，明快さ，および特質などの基準
を満たしているか？　
厳格な質問の手続は，おそらく次のように卒直なものであったであろう。
“○○を買う場合に， あなたにとってはどんな特徴が最も望ましいもの で
すかツ’とか，　
“最も望ましいものを'1' と し， また最も望まし くないものを‘5 ’と
して，その望ましさに従って次の製品特徴にランクをつけよ”とか，　
“望ましい ものから望ましくないものまで7 点法で， 次の製品特徴のそ れ
ぞれを評価せよ”。　
これらのアプローチのそれぞれはある一定の利点を もっているとはいえ，
それらの限界を十分に認識するまでには長い間かかった。これらの限界を克
服しようとする試みの多くは，方法論的改良や工夫を加えてきた。しかしな
がら，最近研究者たちはアプa  ―チの適切さ自体に疑問を抱き始めた。　
このような研究の結果の1 つが，リサーチの質問を構成する消費者志向の
アプp  ―チの出現となった。上述の例に暗示されてい・るように，研究される
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特定の製品特性または属性は，たいていマーケッターや研究者によって単独
で決定されてきた。つまり，直接的な消費者のインプットはほとんどなかっ
た。この手続は，径営管理のコントp  ―ルを受けるそれらの製品特性だけが
調査されるべきであるという根拠で擁護されてきた。だが，それは，しばし
ばこのようにして決定された特性が，消費者の購買の意思決定において消費
者に最も適切なものではないかもしれないというヶ－スになる。　
このようにして，多くの研究者たち，とくに新製品を設計したり，テスト
したりすることにかかわっている人々は，製品属性を調査するときに消費者
に源を発する質問を利用し始めている。このようなアプローチの価値は，正
当だと理由づける必要はないだろう。その一種の人気は，消費者研究の質問
を開発することに おけ るレパートリー・ブリット・テスト(repertory grid
te
坊
や集団面接などのような消費者中心のアプローチの出現の増加から も
明 らか であ ろ う。　
さ らに ， 間違 った 質問 が 消費 者につい てな され てい るとい う認 識が 高まっ
てい る。 消費 者たち は， 常に 自分 たち があ る1 つ の製 品に 何を 求 め てい るの
かを 知 らない 。し かし 消費 者 たちは ， 自分 たち が求 め てい ない もの は何かを
伝 え るこ とが で き る。 これは 一見し てつじつ まの合わ ない話 の ように 思わ れ
るか もし れない が ，そ うでは ない。 現 実的に は， 消費 者たち は一 般的 に新製
品 を 考察す るのに直 接 援助 で き るほ ど創造的 では ない 。 これは ， マ ーケ ティ
ン グ・ コン セプ トが効果 を表 わ すに は 非常にむ ず かし い1 つ の理 由であ り，
また 実際 問 題 とし て マ ーケテ ィン グ・コン セプ トに従 か ない で ， 口先 だけ の
厚 意を示 す1 つ の理 由 で もあ る。 企業 は， 消費 者た ち が 自分 自身 のこ とさえ
もわが らない でい る ときに， どの よ うにし て 消費 者た ち が必 要 とし， また求
め てい る ものを 彼 らに与 え ようとし てい るのか ？　 し か し そ れ で 乱 利 益 で
そ うす るのか ？　1
つ の ア プロ ーチは ，“問 題 解決型 リサ ーチ（problem-solving researc1
か
’と
名 づけ られ てい る。 この アプ ロ ーチでは ， 消費 者 たち は ，彼 らが 使用し てい
る製 品に 現在 どんな問 題か お る のか に関し て質 問 され る。研 究 者 たちは ，心
理的 に得 る も の（このコートは私を肥満に見せる）と同様 に， 肉 体的 に 得 る も
の（鋭い味覚）を も求め るだ ろ う。 消費 者たち は， 一度 彼 らが 使用 す る 製品
に関 連した 問 題を は っき りさせ てし ま うと， これ らの苦 情を 取除 く新製 品が
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開発されうる。　
さらにもう1 つのアプpt ー チには，交換分析（:trade-off analysis）と呼ばれ
る概念が含まれている。このアプローチは次のような仮説に基礎をおいてい
る。すなわち，消費者たちは，ある特定の製品特性の望 ましさを表わすただ1
つの項目を明確にいうことはできないとはいえ，彼らがある他の特性を獲
得（保持）するために，どの特性を快く放棄（交換）するのかを指摘すること
はできる。例えば，消費者たちは，1 から7 までの尺度で便利な包装の望ま
しさを十分に指摘することはできないかもしれないとはいって 乱" あなた
は50円価格を引き下げるために，便利な包装を放棄しますか？”とい う質問
には答えることができるだろう。交換分析で用いられるデータ収集方法は，
しばしば組合わされた共通の比較尺度で用いられる方法に類似しているとは
いえレ これら2 つの方法は概念的に非常に異なっている。　
より適した質問をすること。要するに，消費者たちについてより適した質
問をすることに対する1 つの傾向かおる。実際の質問自体が問題とされてい
るばかりではなく，質問の基礎となっている概念もまた，厳密に吟味されて
いる。そ の結果は，もっぱら意思決定者に利益を与えることができる。すな
あ 亀 最初により有効で信頼できるデータが生み出されれば，最終的にはよ
り適切なデータになる。　3
） 消費者を実在者としてみる傾向　
おそらく，現在の消費者行動研究における最も重要な傾向は，消費者が人
人，すなわち実在者であるとい う認識が高まりつつあることであろう。だれ
も純粋な論理的根拠にもとづいたこの説を疑うものは，ほとんどいないだろ
うが，この認識は，たとえこの正しい見方の重要性が50年代において十分に
説明されていたとして乱　これまでの多くの研究努力では忘れられたり，無
視されがちであった。従って，これまで の消費者研究に基礎をおく結論の多
くは，1 つの結果として，もし完全に正しければ，少なくとも薄弱なものに
なるだろう。　1
つの変数だけでは十分ではない。かなり最近まで，消費者研究における1
つの共通的な戦略は，ある従属変数一 製品の使用法，ブランド認識，そ
の他同種類のもの を限定し，次にそれに関係のある独立変数を捜し出す
ことであった。例えば，住宅の価格は，一貫して年間所得に関係かおるとみ
uられてきたし，また最初の購買行動は， 革新的なもの（:innovativeness）と名
づけられるパーソナリティ要因によって説明されてきた。この研究戦略の1
つの帰 結は，ただ1 つの独立変数と従属変数との間には，しばしば重要な関
連性が見匿されないということであったし，あるいは重要な関者匠が見出さ
れたときに 乱 それらの関法|生は，しばしばその実際の有用性に関しては全
く釣合っていないことが証明された。　
単一変数の研究は特性の研究である。つまり，独立した特性が研究される。
この種のリサーチは，多くの理由から非常に誤解されていることを立証する
ことができる。単一の独立変数と1 つの従属変数と0 間には，なんの関連性
右存在しかいかもしれないとはいえ,   1つの独立変数群と1 つ の 従属変数
（群）との聞には，ある関連性が存在するだろう。　
以上のように，消費者たちは1 つ1 つ切り離された諸特性からたっていな
いから，このような方法で消費者たちを研究することは，研究資金と研究努
力とを有効に役立てていないことになる。これを実現することは，結果とし
てより範囲の広い変数のタイプと同時に，より適切な分析技法を用いること
に対する2 つの部分からなる傾向となってきた。　
多変量技法。実在者としての消費者を十分に理解することは，いくっかの
変数の同時的効果を分析することに よってのみ獲得されうる。この実感は回
帰分析，識別分析，標準相関などのような多変量技法の利用増加となって現
われた。これらの技法は，独立変数と従属変数の両方のいくつかの変数を同
時に，消費者行動のどんな統計的分析にも結合させることができるという利
点をもっている。それ故に，これらの技法は単一変数の研究の誤りを正すこ
とにづ
消費者の諸変数乱 なお分析の単位として残るとい う共通の限界を持ってい
ることが，最近認識されてきた。　
回帰分析，識別分析，標準相関などのような統計的技法は，諸変数に影響
を及ぼす補正的技法と呼ばれている。これらの技法のそれぞれには，合成変
数 または合成変量が構成される。調査される独立変数 のそれぞれに適切なウ
ェイトを決定し，これらのウェイトを与えられた変数を一緒に加えることに
よって，単一の合成変数（変量）が形成される。 次に， この合成変数は観察
される従属（諸）変数を予測するのに役立つ。 このウェイトを与え，それを
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加える方法をとるために，消費者たちは，たとえその個々の特性が完全に異
なっているとして乱 最後には同一の合成変数値を もつことになる。これは，
ある1 つの独立変数についての低い値力乱 説明できない変量の値を生むもう1
つの独立変数についての高い値によって補正されるだろうから，これら技
法は数学的性質に基づいている。 それ故に， 補正的（compensatory）とい う
用語が用いられる。次の例は，個々の消費者の予測に対するこの問題を説明
するものである。　
あるオートバイの小売業者は，有望な購買客を予測するために3 変数回帰
モデルを開発した。 従属変数（進んで購買しようとする意思）と3 つ の 独立変
数（年齢，所得，危険度）との間の関光吐は， 統計的に全体のサンプルにとっ
て非常に重要であった。すなわち，予測された変量値が高ければ高いほど，
ますます消費者たちぱ購買者になる見込が強くなる。しかしながら，多くの
個々の予測は，表2 が一見して示しているように，意味がなかった。各消費
者（A とB ）のそれぞれのウェイトと変数値とを乗じて， その結果を加え る
と，洛 消費者は297 という同一の予測点となる。特定の値をざっと調べてみ
ても明らかなように，この2 人の個人は，等しく有望な顧客ではない。しか
し ある変数の小さな値がその他の変数の大きな値によって相殺されるかも
しれない統計的アプロ―チ あるいは個人差を“除ぐ 状況の“いずれか，
表2　 回帰分析の例
独立変数 回 帰 ウ ェイ ト
独立変数値
消費者A 消費者B
年　　齢
年間所得
危 険 点
－0.5
十〇.1
十7.5
81
6.570万円
6
18
120万円50
または両方”- のために，これらの技法は，しばしば消費者行動の研究で
は不適当であることがわかってきた。　
従って，多変量技法のごく最近の表現傾向は，補正的ではない技法か，ま
たは消費者を基本的な分析の単位として用いる技法かを利用することである。
次の2 つの例は，これらの技法を説明するのに役立つであろ う。　
自動的相互作用検出法（Automatic Interaction Detection : AID）は，補正的
ではない統計的技法であり，また個々の消費者を分析の単位として利用する
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（14）1
つの統計的技法である。図3 は，新しい消費者金融サービスを求める潜在
的顧客を捜し出すことにAID を応用した結果を示している。この図で14 の・
番号をつけた長方形のそれぞれは，新しい銀行の金融サービスに対する同じ
ような選好を含んだ，同じような特性をもつ消費者たちの1 つの特定のグル
ープまたはセブノソトである。最も有望な見込客（グル プー12の人 ）々は，高
校卒の教育か，多少大学教育を受け，また低いレベルの職業についている18　
図3　 金融サ ビースを一括したAID 例
最良の顧客は，グル プー12の中にある。　　　　　
・18歳から24歳までの人々　　　　　
・高卒か多少大学教育を受けた人々　　　　　
・低いレベルの職業の人A
歳から24歳までの人々である。これら3 つの特性は，すべて最も有望な見込
客グループに包含されていることが必要である。従って，この方法は，それ
がX またはY ではなく，X とY を必要とするとい うことにおいて非補正的で
ある。　
分析の単位として消費者を利用する第2 の統計的技法は，クラスター分析
（cluster analysis） である。 AID かおる1 つの独立変数群から1 つの従属変
数を予測するために用いられるのに対して，クラスター分析は，おそらく従
属変数を予測するより前に用いられるだろう。クラスター分析は，実際には
包括的な用語である。つまりそれは，その結果ができるだけその内部では同
質であり，またその相互間では異質である多くの集団になるよう，一緒にし
て集団対象（消費者たち）に用いられる一種の統計的技法に属する もの であ
る。等質の消費者集団を形成することに加えて，クラスター分析は，変数間
の相互関連比について多くの情報を明らかにすることができる。
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クラスター分析の1 つの有効な方式 は，“シクェソシ ャル・クラスタリソ
ダ(sequential clusteri
心レ
と呼ばれるものである。このアプ=  －チにおいて
は，消費者たちは，最初にある変数，通常ある一定のタイプの変数を基礎と
して（その内部では等質的な）いくっかの集団に群をなして集められる。 次に,・
それぞれの群の内部では，引き続いて消費者の集団が，他のタイプの変数を
基礎として形成される。シクェンシャル・クラスクリンプの最終結果は，そ
れらの集団かおる従属変数とのはっきりとした関連性に少しも基づいていな
いという1 つの例外を伴った,   AID を通じて見られた形に類似 した集団の
階層的な形 または木の枝のような形になる。図4 は，人口統計的変数と態度
変数とを用いているある分析からの結果を示している。　　　　　　　　　
図4　 シクェンシャル・クラスタリングの例　　　　　　　　　
全体市場
人口統計学的
グループ
態度的 一人口統
計学的グループ
(D  i) (D2) (D3)
（Ais ）(A  12）(A13 ）(A  21)    （A  22)  (A 31 ） (A   3り
従って，本質的には実在とし七の消費者の認識は，研究者たちがどんな調
査にも適切な多くの変数を取り入れようとして，多変数統計技法を利用する
ことになった。それに加えて，最近分析の基本的な単位として，変数により
もむしろ消費者を利用するこれらの技法に特別な注意が向けられるようにた
った。　
変数のタイプ。消費者を実在者として考察するという第2 の直接的結果は，
より広範囲の変数を利用するようになってきた。基本的には，初期の消費者
行動研究は社会経済的変数，または人口統計学的変数に限られてト だのに反
して，その傾向は現在，より行動的に関連した変数や経営的に処置できる変
数を用いることの方に向っている。種々さまざまな変数を用いることに,よっ
て，すべての行動と個人それ自体に関して，消費者を正しい関係に置くこと
48
が可能となる。　　1
つの共通した変数タイプは， サイコダラツィック（psychographic）と呼
ばれるもので,  psycho-logical （心理学的）と　demo-graphic  （人口統計学的）
丿とい う用語を結合することによって造り出された言葉である。実際にサイコ
ダラフィック変数を構成するものに関しては，多少0 意見の相違があるとは
いえ，このような広い基礎にもとづいた全体論的な関係で消費者を研究する
ことから引き出される利点に関しては，事実上のコンセンサスがある。　
また，消費者行動に及ぼす状況的変数の影響に大きな注意が与えられてい
る。研究者たちは，消費者行動の生ずる情況が，こ0 ような行動を理解する
16）
ために有効な鍵を提供することを次第に認識しつつある。この情況的変数の
概念は，実在者としての消費者の概念と非常に密接に結びつけられているか
ら，将来の研究においてはこれらの変数に重点が大きく与えられるであろう。
よりよき理解。消費者たちを“実在する人A" として，あるいは単一の諸
現象として取扱う傾向は，多数の小区分とそれらのからみ合いとを持ってい
る。上 述の傾向についての2 つの側面は，この認識の結果として起る進歩を
示している。個々の意思決定 の研究（意思決定過程をモデル化することや選択行
動に対する確率論的アプロ―チ）および集中集団面接法における再び 喚起 さ れ
た関心などを含むような，この概念に基づいたその他の研究を考察してみる
とよいだろう。これらの努力は，すべて個々の消費者についてただ統計的に
作られたものを研究することよ力 乱 むしろ適切な研究単位として消費者を
概念化することに対する傾向の高まりを反映している。　
その論理的結論に向ってこの研究方向を追求することによって，最終的に
はその結果として，消費者行動についてのより優れた理解が得られなければ
ならない。このことは，順々に経営の意思決定を改善することになるであろ
う。　
結びとして，以上述べてきたすべての傾向は，研究者だちと意思決定者た
ちが同じように高度の知識や経験を豊かに持っていることから出てきたもの
と考えられる。確かに，消費者行動研究において現われた上述の傾向とは別
の傾向屯ある。・これらの傾向についても述べなければならないだろうが，も
っと重要なことは，将来の傾向についてはどうなるだろうか，消費者行動研
究は将来どのような方向をたどるのだろうか，ということである。将来の消
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費者行動の研究において現われてくるであろう頬向を正確に予測する方法が
ないとはいえ，以下消費者行動研究で数年先に期待される傾向に関して若干
の洞察を与えよう。
4. 消費者行動研究における将来の傾向　
水晶占いのように未来を予言することは，その特色としてやりがいがある
というよりも望みや意志を無にすることもあるとはいえ，時には未来を熟視
することは，有益であると同時に興味のあることでもある。そこで，どんな
将来の傾向か消費者行動研究に現われてきているのだろうか，ということに
関して若干の推測をしてみよう。これらの推測のいくつかは，現在の傾向を
調べて投影図を描くことによって推究されたものであり，その他は，選ばれ
た消費者行動の研究者たちがこの領域の将来の傾向となるであろうと信ずる
ものを，彼らに予想してもらうことによって得られたものである。これらの
推測のうちのあるものには論議があるかもしれないが，このような論争は，
もしそれが思考や行動に刺激を与えるのに役立つならば，快く受げ入れられ
るであろう。　1
） 推測される将来の傾向　
傾向1  :健全な論理的推論法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
17）　
一般に，ニコシアが非常に適切に指摘してきたように，おそらく必然的に
18）
なる七あろう1 つの傾向かおる。消費者研究は，時計の振子のように次の2
つの試みの間を行きつ戻りつし続けるであろう。すなわち, 1 つは消費者行
動という“モザイク のばらばらな小片を組合せて，消費者行動の広範な正
しいとらえ方を得ようとする試みであり，もう1 つは個別的にまた非常に詳
細に，このモザイクの1 つ1 つの小片を慎重に研究しようとする試 みであ
る。　
これらの本質的に異なった研究方向は，表面的には相反しているとはいえ，
互いに資料を供給し合い，最終的には関連しているすべてのものに対して有
益な知識になるであろう。従って，これは健全な傾向であり，また評価され
るべきものである。　
傾向2 ：評価と改善
第2 の同時発生的傾向 よく進化的なものとして述べられるであろう煩
????
???
は，消費者研究で用いられている概念，データ, および技法について
継続的に評価と再評価をすることであろう。消費者行動の研究に対する優れ
たアプp  ー チは，評価され続けるであろうし，またもし必要であれば，改良
されたり，除去されたりするであろう。研究の改善は，なされ続げるであろ
うが，その数はふえるだろ う。例えば，研究者たちは消費者のデータを集め
ることにおいては広範囲にわたって，いろいろな評価尺度を利用し続げるで
あろ うが，これらの尺度を応用するととではさまざまな進歩をもたらすであ・
ろう。1 つの進歩は，車輪の形をしたスポークのような尺度を使 ケことであ
る。このような新しい方法を発表して最初に利用することは，熱心な回答者
の協力，回答者の混乱が少ないこと，およびあまり回答のパターン化をしか
いことなどを必要とするように思われる。要するに，多数の研究アプrニ2   チ
が提案されるだろうが，これらの新しいアプ=  －チは，綿密に吟味されるで
あろうし，またそれらの批判的採用や一時的流行による利用もあるだろう。
傾向3 ：高まる有効性　
さらに，消費者行動研究それ自体は，その経営的関連についてはより厳し
い吟味を受げるであろう。1 つの結果として，消費者の調査研究の結果は，
実行できる意思決定の基礎を供給するために，多すぎたり少なすぎたりもし
ない，またあまり抽象的にもならない，意思決定の目的により多く関連する
ようになる傾向になければならない。　
より密接な関連性。この関連が強められる1 つの現れは，消費者研究のプ9
セスと経営者の意思決定プロセ入との間のより綿密なつながりであろう。
効果的な意思決定のために必要なわずかな情報だけしか供給しない消費者研
究の例は，次第に少なくなるであろう。　
ある小売業が最も効果的にその顧客に伝達する1 つ の広告媒体を選びたい
と望んでいると仮定し よう。ある調査研究を行なうことによって，この小売
業は，その顧客のプ1==1フィールが次のようなものであ ることを知ることがで
きた。すなわち，①58％が男性である，③平均年収が294 万円である, ③大
学卒の教育を受げた者である，とい うことであった。　
おそらく，この小売業は，次に最も適した媒体を決定するために，このプ
ロフィールをいろいろな媒体のものと比較するだろう。　もしJML という媒，
体が,   61％が男性であり，平均年収が320 万円であり，そして大学教育を受
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けた者が高率を占めている広告の視聴者をもっていたならば，広告目標に最
も適したものとして，JML が選ばれることになるであろう。　
以上の手続は，一般的なやり方であるとはいえ，消費者研究の利用効果が
ないこと（研究が十分効果がないこと）を示しているばか りでなく， また人口
統計学的特性に対する購買者行動から媒体露出までに要求されるさまざまな
推論上の飛躍による誤った意思決定になることもあるだろう。その媒体の体
質について顧客に直接質問をすることによって，研究者は，“平均的な顧客”
についての誤った推論と関連したものはもちろん，これら両方の限界を容易
に克服することができるが，同時にそのプロフィールに調和させるプロセス
に含まれるコストと努力を減少させることもできる。
‘ 以上の例においては，直接質問をすることに よって，その小売業の68％と
い う非常に高い率の顧客が，JML よりもかなり安いSLK という別 の媒体
にさらされていることが明らかにされるだろ う。従って，表面的なプロフィ
ールに調和させる手続に基づいた意思決定は，その結果として非常に高価な
誤 りとなってしまう。この例は，多少単純化されてはいるが，調査研究と意
思決定とのプロセスのより緊密な統合に対する必要性を示し，またその緊密
な統合から引出される利点を示している。　
コスト対利益。消費者行動の利用法が広まれば，結局研究費も多くなるで
あろうと予想することは論理的であろう。たとえそうであって 乱 支出を増
加させることが消費者研究の物差しになるであろうと同時に，このような調
査研究のコスト対利益の関係に，ますます多くの注意が払われるであろう。
こ のことは，次々に最もコスト的に有効な用具や技法を利用しようとする試
みを刺激するであろう。例えば，消費者のデータを集めるのに郵送質問紙法
などのようなしばしば名誉を傷つげられる技法の利用法やそれへの新らだな
関心は，このコスト意識から現われてくるだろう。この関心は，郵送調査自
体に関する多くの研究を生み出すであろう。しかしながら，それが自己報告
される消費者データの有効性や信頼性に直接影響するから，回答率から回答
の質，すなわちより行動的に関連しか問題まで研究0 重点には移り変りが生
ずるだろう。　
要するに，将来の消費者行動研究においてはより深い慎重さがなければな
らないだろう。これと密接に並行させて，消費者研究のプロセスにより強い
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経営管理のコントロールがなされるだろ う。　
傾向4 ：統合された研究プログラム　
プログラム・レベルで行なわれる多くの研究がなされると同時に，研究者
たちは，　7 ナヽップ写真をとるような” 調査研究または孤立した調査研究を
行なうより乱 むしろ統合された研究努力に重点をおくてあろう。とくにあ
る1 つの研究プログラムのいろいろな構成要素を1 つの統一された全体に相
互に関連づけることに注意が払われるであろう。これら0 研究は，しばしば
長期間にわたる学際的な基礎にもとづいて行なわれる大規模な調査研究にか
’るであろうし，まだ 追い続ける”研究
を用いる研究 に 集 中 され るであ ろ う。
縦の研究，反復研究，モニター
時間的経過と共に消費者行動を追跡するために，高い頻度で縦の研究が採
用されるであろう。これらの研究は，これまで役に立ってきたより乱 ずっ
と有効な信頼できるデータを生み出す通常の実験と同様に，消費者行動や態
度の変化を綿密に研究することを可能にするであろう。　
次に，消費者行動研究，とくに理論や論理のいずれからも離れた結果を生
み出す研究には，多くの繰返しがなされるだろう。繰返し研究は，アカデミ
ックな現象を追求し，実務家への道を求めて行くだろう。このような研究は，
それより前の研究の一般化の可能性や限界を確立するために，重要なものと
して認識されるようになるだろう。実際には，繰返しが消費者行動の調査研
究の大多数を構成する時が，おそらくやってくるだろう。　
最後に，消費者行動については多数のモニターが用いられるようになるだ
ろう。モニターは多数の時点における消費者行動や態度ではどちらに向う0
かという研究がなされるであろう。こ のタイプの研究は，“半分水の入った
コップのような”不完全な説を克服するために行なわれるだろう。コップに
水が半分入っていることを知ることは重要ではあるが，コップが空になって
いるのか，また水が一杯に入っているのかを知ることは，もっと有益でさえ
ある。このタイプの研究，つまり時系列分析の方式は，消費者行動における
傾向を予測しようとする試みでは，ますます一般的となるであろう。　
統合された調査研究プログラムが努力，時間，および資源の莫大な委託を
要するという事実にもかかわらず，それらに対する必要臣は非常に重要であ
るので，それらの委託は避けることができない。この傾向から起りそうな結
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果は，消費者行動研究に含まれるすべての人々の聞のより緊密な相互作用関
係が生ずるとい うことになるだろう。　2
） ある調査から推測される将来の傾向
消費 者 行 動 研 究 に お け る 将 来 の 傾 向 に 関 す る 追 加 情 報 を 得 る た め に ， あ る
19）
小 規 模 な 調 査 が 行 な わ れ た 。 こ れ は ， ア メ リ カ の50 人 の 著 名 な 消 費 者 行 動 の
研 究 者 （ 実 務 家 と 学 者 ） に 対 し て 郵 送 質 開 法 を 用 い て √ 行 な っ 犬 も の で あ る 。
潔 択 基 準 に は
に
過 去8 年 間 に お け る 研 究 発 表 の 回 数 辛 出 版 物 の 引 用 数 か ど の
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よ う な 指 標 が 含 ま れ て い る 。 こ の 調 査 で は ， 次 の よ う な 質 問 が な さ れ た 。　
“ こ れ か ら5 年 間 に ， 消 費 者 行 動 研 究 に お け る3 つ の 最 も 重 要 な 傾 向 は ，
何 に な る で し ょ う か ？ ”。　 こ の 質 問 に は ，3 つ の 明 確 な 回 答 を 書 く た め の ス
ペ ー ス が 用 意 さ れ て あ り ， 加 え て 簡 潔 な コ メ‥ン ト を 書 く 欄 も 用 意 さ れ て い た 。
質 問 を さ れ た50 人 の 専 門 家 の う ち,    28 人 が 有 効 な 回 答 を し た 。 一 通 の 質 問
紙 は ， 住 所 不 明 で 戻 さ れ て き た 。 予 想 さ れ た よ う に ， 得 ら れ た83 の 回 答 の 間
に は か な り の 相 違 が あ っ た 。 若 干 の 回 答 に は ， 全 く 反 対 の 傾 向 が 予 想 さ れ て
い た （ 例 え ば ， 消 費 者 行 動 に は あ ま り 関 係 が な い も の と 非 常 に 関 係 か お る も の ）。 ま
た ， た い し て 意 外 な こ と で は な い だ ろ う が ， 予 想 さ れ た 将 来 の 傾 向 の 多 く は 。
現 在 の 傾 向 の 延 長 線 と み ら れ て い た こ と で あ る 。 こ れ は ， そ れ 自 身 の 中 の 傾
向 と い う 言 葉 の 意 味 と 同 様 に ， 一 部 に は 時 間 的 枠 の 範 囲 と い う こ と に 関 係 す
る の で あ ろ う 。　
こ れ ら の 傾 向 は ， 説 明 す る た め に5 つ の カ テ ゴ リ ー ， す な わ ち4 つ の “ 限
定 で き る ” カ テ ゴ リ ー と1 つ の “ そ の 他 ” の カ テ ゴ リ ー に 分 類 さ れ た 。 こ れ
ら の カ テ ゴ リ ー と そ れ ぞ れ の カ テ ゴ リ ー に 含 ま れ る 回 答 の 割 合 は ， 表3 に 示
さ れ て い る 。 こ れ ら の カ テ ゴ リ ー の 解 説 は ， 大 部 分 そ の ま ま で 明 ら か で あ ろ
‰　
非 常 に 単 純 化 し す ぎ る 危 険 を 冒 し て ， 回 答 者 た ち は ，4 つ の 主 要 な タ イ プ
の傾向 応用研究と基礎研究の頬向，および方法論的傾向と理論的傾向－
－を予想した。興味をひくことは，比較的わずかな回答だけが経営者の意思
決定に対する消費者行動研究の応用に関係していることである。モの代りに。
回答者の半分以上は，とくに社会政策の領域，しばしば社会政策の形成に消
費者行動研究を応用するようになることを述べている。　
情報処理や意思決定機構における傾向を述べた回答者たちは，意思決定者
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表3　 消費者行動研究におけ る将 来の傾 向
傾　　　　　 向　　　　　　　　　 」
社会政策や コンシ ューマリズ ムの問題に 実証的 な
消費者行動研究を大いに利 用す る
回答率
'24 ％
消費者清報の処理と意思決定過程に一層集中するi　18
方法論的技法や統計的技法の整備を続ける
消費者行動モデルや理論に関心を取り戻す
その他　　
特殊開題
多種多様
14％16
17
－
H－30
と情報処理者である個々の消費者に対する外部の人々の影響と同様に，個人
差を考慮に入れることを強調する傾向かあった。数人の専門家たちは，統計
的推論や経験的測定問題にあまり頼らないことに向う傾向を予想した。その
代りに，彼らは調査研究の概念的構成要素により重点をおくようになると予
想した。　
“その他”のカテゴリーは，主として2 つの種類の傾向予測，すなわち限
定された特殊問題と種々雑多なコメント，からなっている。前者の例には，
次のような問題に関連した研究についての予想が含まれている。　
（1） 買物に出かけてひいきにする店の選択　
（2） 象徴的行動と商品の象徴的役割　(3
） 消費者の社会化　
（4） 発展途上国における消費者行動　
また，学問的な消費者研究と実務的消費者研究との間の隔たりの拡大やあ
る研究領域の“流行”に関する投影図は，種々雑多な分類に含められている。
この簡単な調査の結果は，決して決定的なものであることを意味しないと
はいえ，将来の消費者行動研究に対して密接な関連が全くないというのでは
なく，多くの理由で興味かおる。これらの回答者たちが消費者行動研究にお
けるV  ー グ でーあるとすれば，彼らの予想は自己実現することができるだろ
う。回答者たちぽ，これらの傾向が消費者行動研究におげる将来の方向であ
ると信じているから，疑いもなく彼ら自身これらの領域で研究を行なってい
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くであろうし，またそれらの研究はやがて現われてくるだろ う。さらに，回
答者たちは多くの研究者たちに注目されているから，彼らの研究は，同じ領
域で同じような研究を行なうている他の人たちに影響を与え，また刺激を与
えるであろう。従って，より多くの研究が予想される傾向の領域でやがて現
われてくるであろう。　3
）1 つの推測　
以上，消費者行動研究における将来の傾向のいくつかについて簡単にふれ
てきた。前節における“現在の傾向”と本節で述べた 将来の傾向”とを比
較すればへ
消費者行動研究の概念，データ，および技法などについての新しい開発がな
されることは必然的である。しかし，もし調査の回答者たちの予想が正しい
ならば，最も重要な傾向は政府の政策形成に消費者行動研究を適用するとい
うことであろう。これは，マーケティング管理に重大な影響を及ぼすばかり
ではなく，長期的にはすべての男性，女性，および 子供たちにも影響を与え
るであろう。これは，政治に消費者行動研究を利用することが，根本的に異
なった政府の意思決定をさせる方向を意味するからである。
5. 結　　び　
基本的には，消費者行動研究には2 つのタイプかおるように思われる。第1
のタイプは，最初に提示した6 つの疑問のうちの5 つ，すなわち誰れが，
何を，どのようにして，いつ，そしてどこでという疑問，に関係する。本質
的には√これは完全に行動的な特色をもった研究である。第2 のタイプの研
究は，前出の第6 の疑問，すなわち何故かという消費者行動の理由，に集中
し，心理学的志向を必要とする。この第2 のタイプの研究を行なうことの方
拡 ずっとむずかしいとはいえ，おそらくそれは，効果的な経営者の意思決
定にとっては非常に重要になるだろう。　
消費者行動研究の全体的傾向は，初めに記述的研究から予測的研究へ，最
後に解釈的な研究へと変ってきてい る。 解釈的な（何故かという）研究 にお
いては，大きな進歩がなされてきたとはいえ，現時点では，消費者行動につ
いて本当に何かわかっているのだろうか？　消費者行動の知識においては著
しい進歩がなされてきたけれど乱 多くの答えられない疑問が，なお残って
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いることは明らかである。“消費者行動研究が多く行なわれ， 多く報告され
ればされるほど，消費者行動については，ますますわからなくなる”という
パラドックスは，事実現在でも存在している。　
消費者行動に影響を与え，また消費者行動を決定する多くの要因が確認さ
れ，研究されるにっれて，研究者たちは，この領域の複雑さと実際には，い
かにわずかしかわかっていないのかということに次第に気づくようになって
きている。すべての新しい発見は，解答されてきた以上に多くの疑問を提起
するように思われる。しかし，それぞれの新しい調査研究に伴って，すでに
消費者行動についてわかっているもの その概念，データ，および技法－
－に加えられる知識の量は増加するであろう。　
この現象は，ぷーソナリティと製品の利用行動の伝統的な研究方法によっ
て最もよく反映されているだろう。パーソナリティと製品利用との間の潜在
的な関係は，それが理論的には論理的であるのと同様に，直観的には心に働
きかけている。最初は，このような研究は完全に定量的ではなく，研究者た
ちは，ほんの少数の消費者との深層の討議から諸関係を一般化しようと試み
た。次に，特性研究の時期が続いた。つまり，個人め行動特性は，紙と鉛筆
のテストによって測定される個人のぷ■―・ソナリティ特性と相互に関係してい
た。これは一連のパーソナリティ変数をある行動的基準に関係づけた研究に
ょって求められたのである。ごく最近では，パーソナリティ変数のいくつか
の組合せが製品利用の変数の組合せに関係づけられている。　
これらの研究のある結果が報告されるたびに，解答されるよりも多くの疑
問が提起された。しかし，これらの結果が差し換えられ，また合成されるに
っれて，パーソナリティと製品利用行動との間の関係に多くの光が注がれた。
研究者たちはこの関係が，かつて推測されたのと同じように決して単純では
なく，非常に複雑であることをいま認識している。この関係はすべての消費
者に，またはすべての製品に当てはまると推測されてはならないという広い
意見の一致がある。現在の研究と将来の研究は，おそらく先人の研究者たち
を悩ませてきた測定問題のうちのあるものに集中したのと同様に，製品の利
用行動に対するパーソナリティの影響を緩和することに集中するであろ ‰　
少なくと乱 楽観主義に対する根拠かおる。つまり，その傾向は常に上向
きであり，また消費者行動研究にとって明るく輝いている。 おそらくy 最
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も良い時期”が将来においても到来するだろう。おそらく製品の標準産業分
類カテゴリーに類似した標準消費者分類表が作られるであろうことを，いつ
か誰れかが知るであろう。　
なお，以上り ような楽観主義的な見通しにもかかわらず，次のような引用
文で終ることが適当ではないだろうか。　
“われわれはこの問題に対するどんな簡単な解答をも見出せないであ る う
ということは，消費者需要の研究に対する若干のアプ=t . ・チについてのこの
簡明な考察からさえ明らかになる。いろいろな形の調査を継続する必要のあ
20)
ることは明らかである……”。　
この引用文は，かなり興味をひくであろうが，みな最近のことを表現して
いるとは限らない。それは，約40年前にも印刷物とたって発表されているの
だ。それを消費者行動研究における唯一不変の傾向
と として役立てよう。
新しい概念，新しい
(1979年2 月23日受理)
データ，新しい技法，そして最も重要なことは新しい用途を探究し続けるこ
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